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担保制度の見直し（事業（成長）担保制度の導入等）にかかる政府における
議論の状況

○ 審議状況
法制審議会総会第189回会議（令和３年２月10日開催）において、「動産や債権等を担保の目的として行う資金調達の利用の拡大

など、不動産以外の財産を担保の目的とする取引の実情等に鑑み、その法律関係の明確化や安定性の確保等の観点から、担保に関する
法制の見直しを行う必要があると思われるので、その要綱を示されたい。」（諮問第114号）とする諮問がされ、令和３年４月より、
担保法制部会において調査審議が行われている。（検討事項の中に事業担保制度も含まれている。）

○ 委員構成

法学者・弁護士・裁判官・金融機関・労働組合等の関係者を委員とし、厚生労働省も幹事として参加。

○ 状況
令和４年12月６日に取りまとめがされた中間試案について、令和５年１月20日付けでパブリックコメントに付され（期間：令和５

年１月20日～同年３月20日）、その結果も踏まえた調査審議が行われる予定。

法務省法制審議会 担保法制部会

○ 審議状況
金融審議会総会第50回会議（令和４年９月30日開催）において、「スタートアップや事業承継・再生企業等への円滑な資金供給を

促す観点から、事業性に着目した融資実務のあり方も視野に入れつつ、事業全体を担保に金融機関から成長資金等を調達できる制度に
ついて検討を行うこと。」とする諮問がなされ、これを調査審議するために、「事業性に着目した融資実務を支える制度のあり方等に
関するWG」が設けられ、令和４年11月から令和５年２月まで、計7回議論が行われた。

○ 委員構成

法学者・弁護士・労働組合等の関係者を委員とし、金融機関・厚生労働省もオブザーバーとして参加。

○ 状況

令和５年２月10日付で報告書が公表された。

金融庁金融審議会 事業性に着目した融資実務を支える制度のあり方等に関するWG

2



事業（成長）担保制度のイメージ

会社

（設定者）

資金の借入
（成長･承継局面等）
事業担保権の設定

事業担保権の対象となる財産

法人の総財産（※）
※ のれん、契約上の地位（労働
契約上の地位も含む）、事実上
の利益などを含む、設定者の有
する全ての財産に及ぶ。

与
信
等

債務不履行になった場合の事業担保権の実行

会社

（設定者）

債務

不履行

裁判所

担保権実行

の申立

管財人

管財人の選任

買受人

※事業譲渡の際は、

労働契約上の地位も

個別に買受人に移転

されることが想定。
債権者

（ 被 担 保 債 権 者 ）

債権者

（ 被 担 保 債 権 者 ）

事業担保権の
対象となる財産

法人の総財産

債権者である金融機関による

事業のモニタリング・支援

成長、経営改善等

譲渡
（事業譲渡、個別
資産の換価）

買受人

裁判所による許可

事業の経営権及び

財産の管理処分権
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R5.2/10公表の金融庁「事業性に着目し
た融資実務を支える制度のあり方等に
関するワーキング・グループ」報告等
を元に厚生労働省で作成

信託会社

（ 担 保 権 者 ）

信託契約による

担保権の設定

金銭消費貸借契約
に基づく債権や商
取引契約等に基づ
く一般債権が被担
保債権となりうる。

担保価値維持の

観点からの管理

信託会社

（ 担 保 権 者 ）

担保権実行の要請


